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2020年３月27日（金曜日）
午前10時
（受付開始は午前９時15分を予定しております。）

日時

東京都港区赤坂二丁目14番27号
国際新赤坂ビル東館13階
ＴＫＰ赤坂駅カンファレンスセンター
ホール13Ａ  
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

場所

 

第１号議案
第２号議案

第３号議案

剰余金処分の件
取締役（監査等委員である取締役
を除く。）６名選任の件
監査等委員である取締役３名選任
の件

決議事項

※新型コロナウイルスをはじめとする感染症拡大防止
のため、ご出席の株主の皆様には株主総会会場内に
てマスク着用等をお願いする場合がございます。な
お、今後の状況により株主総会の運営に大きな変更
が生ずる場合は、下記ウェブサイトにおいてお知ら
せいたします。

　https://www.b-lot.co.jp
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株主の皆様へ

9期連続の増収増益。ビーロットグループと     して当期純利益20％以上の成長を達成

代表取締役社長

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　ここに、当社第12回定時株主総会招集ご通知をお届けいたします。

　株式会社ビーロットは設立時より、不動産及び不動産金融分野において社会に
価値を与えるビジネスを創出し、社会から求められる企業としての利益の追求と
長期継続的な成長を目指して参りました。

　2019年は、日本政府による経済政策等を背景として、企業収益や雇用環境の
改善が見られており、引き続き穏やかな回復基調が続いております。
　一方、世界経済においては、米国の通商政策や米中貿易摩擦、隣接諸国の動向
の懸念材料等、経済への影響が依然として不透明な状況で推移しております。

　不動産業界におきましては、金融機関様やお取引先様からご信頼頂ける企業と
そうでない企業の格差がつきはじめた1年となりました。

　当社グループとしては、その状況をチャンスと捉え、下記の2点を同業他社と
の差別化につなげて参りました。

　　①一つ一つのプロジェクトに、誠実にそして真摯に取り組むこと
　　②1人1人がプロフェッショナルとして、成果に拘ること

　コンプライアンスを遵守しつつ、正々堂々と仕事ができる恵まれた環境をパ
ワーに変えて、今後も、グループ一丸で企業価値向上に邁進して参ります。

　最後に、当社グループは、株主様への利益還元を経営の重要課題と認識してお
り内部留保の充実と毎期の業績に応じた利益還元を基本方針としております。
2019年12月期は、中期経営計画上の予算達成と今後の事業展開のための内部留
保等を勘案致しまして、前期より増配となる1株当たり60円に期末配当を実施す
ることと致しました。

　株主の皆様には、今後も変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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Go to the next stage…
9期連続の増収増益。ビーロットグループと     して当期純利益20％以上の成長を達成

連結業績目標� （単位：百万円）
2019年12月期 2020年12月期

実績値 前期比 予想値 前期比

売上高 25,130 124.0% 30,000 119.4%

営業利益 3,985 120.5% 4,979 124.9%

経常利益 3,525 124.4% 4,186 118.7%
親会社株主に帰属する
当期純利益 2,428 123.9% 2,843 117.1%

2020年に向けて、成長の階段を
上り続けます。
賃料の確保により、中長期的な
安定的収入を増やしていきます。
更 なる 経 営 の 強 化を目 指し、�
自己資本の拡充に努めます。

1
2
3

２ヵ年計画の
ポイント
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売上高 親会社株主に帰属する当期純利益

２ヵ年計画
（2019年12月期～
　　　2020年12月期）
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企業理念

Mission

私達ビーロットは、不動産分野・金融分野において社会へ価値を与えるビジネス
の創出を行い「社会から求められる企業」として、全てのステークホルダーに
対し社会規範に準拠した上での利益の追求と長期継続的な成長を行うことで社会
に貢献して参ります。

Vision

「お客様の喜びと社会発展への貢献のために、一生懸命に知恵を絞る」
という決意を宣言するものです。

Beat our brain!
「一生懸命考える」　「知恵を絞る」

Core
Values

見識と専門知識を持って常に的確な判断を迅速に行います。
そのために、私達は専門的な知識習得、マーケット情報の
収集等、自己研鑚を惜しみません。

プロフェッショナル

面白きこともなき世を面白く。
仕事を心の底から楽しみ、創造性と柔軟性をもった事業を
積極的に展開して参ります。そのために、メンバー全員は
社内外問わずパートナーシップとチームワークを重視し行動
致します。

エンジョイ

ロゴは、私たちの創業のシンボルであり、赤（レッド）は「情熱・闘魂」を、黄（イエロー）は「明るさ・笑顔」を、青（ブルー）
は「誠実・フェア精神」を、緑（グリーン）は「全ての調和・創造性」を示しています。全ての四角が丸みを帯びているのは
柔軟性とバランスを、それぞれが繋がりあっている形は、当社が何よりも大事にしているパートナーシップ・チームワーク
といった人と人との繋がりを表現しております。

ロゴに込めた想い
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証券コード　3452
2020年３月10日

株　主　各　位
東 京 都 港 区 新 橋 一 丁 目 1 1 番 ７ 号
株 式 会 社 ビ ー ロ ッ ト
代表取締役社長 宮 内 　 誠

第１２回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第１２回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又は電磁的方法（インターネット）により議決権を行使す
ることができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2020年３月26日（木
曜日）午後５時までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 2020年３月27日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区赤坂二丁目14番27号

国際新赤坂ビル東館13階
ＴＫＰ赤坂駅カンファレンスセンター　ホール13Ａ
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第12期（2019年１月１日から2019年12月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第12期（2019年１月１日から2019年12月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案

剰余金処分の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
監査等委員である取締役３名選任の件

４．議決権行使につ
い て の ご 案 内 ５～６頁に記載の【議決権行使についてのご案内】をご参照ください。

以　上
◆当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上

げます。
◆本招集ご通知に際して提供すべき書面のうち、連結計算書類の連結株主資本等変動計算書及び連結注記表、並

びに計算書類の株主資本等変動計算書及び個別注記表につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づ
き、本招集ご通知の提供書面の記載に代えて、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しております。し
たがって、本招集ご通知の提供書面の連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を作成するに
際して監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であり、また、監査等委員会が監査報告を作成するに際し
て監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。

◆株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項をインタ
ーネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
当社ウェブサイト　https://www.b-lot.co.jp
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招集ご通知



2020/02/27 14:51:11 / 19591173_株式会社ビーロット_招集通知（Ｃ）

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げ
ます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権
を行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、ご返送くだ
さい。

次頁の案内に従って、議案の賛否をご
入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2020年３月27日（金曜日）
午前10時

2020年３月26日（木曜日）
午後５時到着分まで

2020年３月26日（木曜日）
午後５時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印
第２、３号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見本

※議決権行使書はイメージです。
書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。

5

議決権行使についてのご案内
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インターネットによる議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見本

見本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　平日９：00～21：00）

6

議決権行使についてのご案内
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の重要政策の一つと考え、業績に応じた利益還元を継続的
に実施することを基本方針としております。
　当期の剰余金の処分につきましては、当期の業績が当初計画どおり進捗したこと及び今後の事業展
開等を勘案いたしまして、以下のとおり第12期の期末配当をいたしたいと存じます。

①　配当財産の種類　　　　金銭

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　　　当社普通株式１株につき金60円
　　　なお、この場合の配当総額は478,554,360円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　　　2020年３月30日

100
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40

20

0

25

20

15

10

5

0
2017年12月期

19.5

2018年12月期

50.0

2019年12月期

60.0
12.0

19.9 19.6

〈ご参考〉１株当たり配当金及び配当性向の推移
（円） １株当たり配当金 配当性向 （％）

（注）当社は2018年１月17日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。なお、１株当たり配
当金については、当該株式分割調整後の数値を記載しております。

7

第1号議案
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名全員は、本株主総会の終結の時をもって任期満了

となります。
つきましては、新たに取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名の選任をお願いいたしたい

と存じます。
なお、監査等委員会からは、本議案について特段指摘すべき事項はない旨の意見を受けております。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏　　　　名 現在の当社における地位 取締役会への出席状況

1 再 任
み や

宮
 

　
う ち

内
 

　
 

　
 

　
まこと

誠 代表取締役社長 14/14
（100％）

2 再 任
は

長
せ

谷
が わ

川
 

　
し ん

進
 

　
い ち

一 取 締 役 副 社 長 14/14
（100％）

3 再 任
も ち

望
 

　
づ き

月
 

　
ま さ

雅
 

　
ひ ろ

博 取 締 役 副 社 長
（不動産投資開発本部長）

14/14
（100％）

4 再 任
と

外
 

　
が わ

川
 

　
た

太
 

　
ろ う

郎 取　　締　　役
（不動産コンサルティング本部長）

14/14
（100％）

5 再 任
え

江
 

　
ざ き

﨑
 

　
け ん

憲
た

太
ろ う

郎 取　　締　　役
（福岡支社長）

14/14
（100％）

6 再 任
も ち

望
 

　
づ き

月
 

　
ふ み

文
 

　
え

恵
取　　締　　役
（管理本部長兼

　コンプライアンス室長）
14/14

（100％）

8

第2号議案
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候補者番号

1
　みや　

宮
　うち　

内
 

　
まこと

誠 （1969年２月21日生） 再 任

● 略歴及び地位
1995年 ７月 株式会社三和銀行（現：株式会社三

菱UFJ銀行）　入行
2000年12月 三和証券株式会社（現：三菱UFJモ

ルガン・スタンレー証券株式会社）
出向

2006年 ２月 サンフロンティア不動産株式会社
入社

2006年６ 月 同社取締役　投資企画部長就任
2008年10月 当社設立　代表取締役社長就任（現

任）

● 所有する当社株式の数　　　　539,400株
● 取締役会出席状況　　　　　 14回／14回

● 現在の当社における地位及び担当
代表取締役社長

● 重要な兼職の状況
合同会社エムアンドエム 代表社員

● 当社との特別の利害関係
なし

● 取締役候補者とした理由
　宮内誠氏は、2008年10月の当社設立時に代表取締役社長に就任して以来、それまでの経験を活かしつつ、経
営の中枢において卓越した経営手腕を発揮し、当社グループの企業価値向上に大きく貢献してまいりました。同
氏が今まで培ってきた幅広い知見と強力なリーダーシップは、今後も当社グループ経営において必要であると判
断し、取締役候補者といたしました。
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候補者番号

2
は

長
せ

谷
　がわ　

川
 

　
　しん　

進
 

　
　いち　

一 （1972年７月14日生） 再 任

● 略歴及び地位
1995年 ４月 地崎商事株式会社　入社
1996年11月 株式会社サンフロンティア（現：サ

ンフロンティア不動産株式会社）　
入社

1999年 ４月 同社取締役就任
2004年 ６月 同社常務取締役　受託資産運用本

部長就任
2008年10月 当社設立　代表取締役副社長就任
2013年３ 月 取締役副社長就任（現任）
2015年５ 月 B-Lot S ingapore Pte .Ltd.　

President（現任）

● 所有する当社株式の数　　　1,160,400株

● 取締役会出席状況 　　　　　14回／14回

● 現在の当社における地位及び担当
取締役副社長

● 重要な兼職の状況
B-Lot Singapore Pte.Ltd. President

● 当社との特別の利害関係
なし

● 取締役候補者とした理由
　長谷川進一氏は、2008年10月の当社設立時に代表取締役副社長に就任して以来、不動産コンサルティング業
務を中心に活躍し、現在は海外子会社の代表取締役として国内外の事業成長と発展に貢献してまいりました。同
氏の能力・経験等は、今後も当社グループの事業推進と中長期的な企業価値向上において必要であると判断し、
取締役候補者といたしました。
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候補者番号

3
　もち　

望
　づき　

月
　まさ　

雅
　ひろ　

博 （1972年10月26日生） 再 任

● 略歴及び地位
1997年 ４月 都市科学エンジニアリング株式会

社　入社
1999年２ 月 株式会社サンフロンティア（現：サ

ンフロンティア不動産株式会社）　
入社

2004年６ 月 同社取締役　リプランニング事業
部長就任

2006年 ６月 同社常務取締役　アセットマネジ
メント本部長就任

2009年 １月 当社入社　代表取締役副社長　不
動産投資開発部長就任

2013年 ３月 取締役副社長　不動産投資開発本
部長就任（現任）

● 所有する当社株式の数　　　1,100,400株

● 取締役会出席状況　　　　　 14回／14回

● 現在の当社における地位及び担当
取締役副社長
不動産投資開発本部長

● 重要な兼職の状況
重要な兼職はありません。

● 当社との特別の利害関係
なし

● 取締役候補者とした理由
　望月雅博氏は、創業間もない2009年より当社の代表取締役副社長に就任して以来、精通した経験及び知識か
ら不動産投資開発業務を統括し、当社グループの事業発展を牽引してまいりました。同氏の能力・経験等は、今
後も当社グループの事業推進と中長期的な企業価値向上において必要であると判断し、取締役候補者といたしま
した。

11

第2号議案



株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

招
集
ご
通
知

2020/02/27 14:51:11 / 19591173_株式会社ビーロット_招集通知（Ｃ）

候補者番号

4
と

外
　がわ　

川
た

太
　ろう　

郎 （1973年５月18日生） 再 任

● 略歴及び地位
1997年 ４月 株式会社リクルートコスモス

（現：株式会社コスモスイニシ
ア）　入社

2011年５ 月 当社入社
2013年３ 月 執行役員　不動産コンサルティ

ング部長就任
2017

2018

年

年

１

３

月

月

上席執行役員　不動産コンサル
ティング本部長就任
取締役　不動産コンサルティン
グ本部長就任（現任）

● 所有する当社株式の数 　　　114,100株

● 取締役会出席状況　　　　　14回／14回

● 現在の当社における地位及び担当
取締役
不動産コンサルティング本部長

● 重要な兼職の状況
重要な兼職はありません。

● 当社との特別の利害関係
なし

● 取締役候補者とした理由
　外川太郎氏につきましては、不動産業界で長年培ってきた営業部門での豊富な経験とネットワークから2011
年の当社入社以来、長年にわたり当社グループの業績向上に貢献してまいりました。同氏の能力・経験等は、今
後も当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に貢献するであろうと判断し、取締役候補者といた
しました。
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候補者番号

5
え

江
 

　
ざき

﨑
 

　
　けん　

憲
た

太
　ろう　

郎 （1969年１月３日生） 再 任

● 略歴及び地位
1989年 ４月 九州電技開発株式会社　入社
1992年 １月 株式会社日本ハウジング　入社
1993年 ６月 株式会社クロキビルディング

（現：株式会社ディックスクロ
キ）　入社

1996年９ 月 同社取締役就任
2008年６ 月 同社専務取締役　営業本部長就

任
2013

2018

年

年

９

３

月

月

当社入社　執行役員　福岡支社
長就任
取締役　福岡支社長就任（現任）

● 所有する当社株式の数　　　 113,100株

● 取締役会出席状況　　　　　14回／14回

● 現在の当社における地位及び担当
取締役
福岡支社長

● 重要な兼職の状況
重要な兼職はありません。

● 当社との特別の利害関係
なし

● 取締役候補者とした理由
　江﨑憲太郎氏につきましては、不動産業界で長年経営者として培われた豊富な経験と高い見識を有しており、
主に開発事業業務において当社グループの事業発展に貢献してまいりました。同氏の能力・経験等は、今後も当
社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に貢献するであろうと判断し、取締役候補者といたしまし
た。
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候補者番号

6
　もち　

望
　づき　

月
　ふみ　

文
え

恵 （1980年２月16日生） 再 任

● 略歴及び地位
2002年 ４月 サンフロンティア不動産株式会

社　入社
2008年10月 当社入社
2013年 ３月 執行役員　経営企画室長兼コン

プライアンス室長就任
2016

2018

年

年

９

３

月

月

執行役員　管理部長兼コンプラ
イアンス室長就任
取締役　管理本部長兼コンプラ
イアンス室長就任（現任）

● 所有する当社株式の数　　　 174,100株

● 取締役会出席状況　　　　　14回／14回

● 現在の当社における地位及び担当
取締役
管理本部長兼コンプライアンス室長

● 重要な兼職の状況
重要な兼職はありません。

● 当社との特別の利害関係
なし

（注）望月文恵氏は、取締役候補者望月雅博氏の配偶者であります。

● 取締役候補者とした理由
　望月文恵氏につきましては、当社の創業期から長年にわたり経営全般に携わり、当社グループのコーポレー
ト・ガバナンスやコンプライアンス体制の強化に貢献してまいりました。同氏の能力・経験等は、今後も当社グ
ループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に貢献するであろうと判断し、取締役候補者といたしました。
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第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役３名全員は、本株主総会の終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、新たに監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏　　　　名 現在の当社における地位 取締役会への出席状況

1
再 任

社 外

独 立

い わ

岩
 

　
も と

本
 

　
 

　
 

　
ひろし

博 監査等委員 14/14
（100％）

2
新 任

社 外

独 立

ふ る

古
 

　
し ま

島
 

　
 

　
まもる

守 － －

3
新 任

社 外

独 立

か め

亀
 

　
こ う

甲
 

　
と も

智
 

　
ひ こ

彦 － －

（注）１．当社は岩本博氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会
社法第425条第１項に定める額としており、同氏の選任が承認された場合は、同氏との当該契
約を継続する予定であります。また、古島守氏、亀甲智彦氏の選任が承認された場合は、同内
容の責任限定契約を締結する予定であります。

２．当社は、岩本博氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け
出ております。同氏の選任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。
また、古島守氏、亀甲智彦氏につきましても、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件
を満たしており、両氏の選任が承認された場合には、独立役員として指定する予定でありま
す。
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候補者番号

1
　いわ　

岩
　もと　

本
 

　
ひろし

博 （1965年７月29日生） 再 任 社 外 独 立

● 略歴及び地位
1989年 ４月 サントリー株式会社（現：サントリ

ーホールディングス株式会社）入社
1991年 ５月 株式会社リクルート（現：株式会社

リクルートホールディングス）入社
2003年 ６月 株式会社エスクリ設立代表取締役

社長就任
2016年 ４月 同社代表取締役会長兼最高経営責

任者就任（現任）
2018年３ 月 当社社外取締役（監査等委員）就任

（現任）

● 所有する当社株式の数　　　 －株
● 取締役会出席状況　　　　　 14回／14回

● 監査等委員会出席状況　　　 13回／13回

● 現在の当社における地位及び担当
監査等委員

● 重要な兼職の状況
株式会社エスクリ
代表取締役会長兼最高経営責任者

● 当社との特別の利害関係
岩本博氏が代表取締役会長兼最高経営責任者を務
める株式会社エスクリと当社の間には取引関係が
ありますが、僅少であるため、同氏の独立性に問
題はないと判断しております。

● 在任年数
２年

● 社外取締役候補者とした理由
　岩本博氏は、株式会社エスクリの取締役及び創業者として会社経営における豊かな経験をお持ちであり、当社
の経営の監督に活かし、独立した立場から、取締役会の意思決定機能及び監査・監督機能を期待し、監査等委員
である社外取締役候補者といたしました。

16

第3号議案



2020/02/27 14:51:11 / 19591173_株式会社ビーロット_招集通知（Ｃ）

候補者番号

2
ふる

古
 

　
しま

島
 

　
 

　
まもる

守 （1970年２月16日生） 新 任 社 外 独 立

● 略歴及び地位
1993年10月 中央監査法人（現あらた監査法人）

入所
1997年 ４月 公認会計士登録
2000年 ８月 監査法人不二会計事務所（現きさら

ぎ監査法人）入所
2003
2008
2009

年
年
年

８
12
１

月
月
月

PwCアドバイザリー株式会社入社
弁護士登録（東京弁護士会）
奥野総合法律事務所入所

2015
2015

2015

年
年

年

４
６

12

月
月

月

古島法律会計事務所代表（現任）
日本化学工業株式会社社外取締役
（監査等委員）（現任）
株式会社セプテーニ・ホールディン
グス社外監査役（現任）

● 所有する当社株式の数　　　 －株
● 取締役会出席状況　　　　　 －回／－回

● 監査等委員会出席状況　　　 －回／－回

● 現在の当社における地位及び担当
－

● 重要な兼職の状況
弁護士、公認会計士

● 当社との特別の利害関係
なし

● 在任年数
－

● 社外取締役候補者とした理由
　古島守氏は、弁護士及び公認会計士としての豊富な経験と幅広い見識をお持ちであるとともに、企業法務及び
会計にも精通しており、当社の経営の監督において、独立した立場から、取締役会の意思決定機能及び監査・監
督機能を期待し、監査等委員である社外取締役候補者といたしました。なお、同氏は、社外役員となること以外
の方法で会社の経営に関与した経験はございませんが、上記の理由により監査等委員である社外取締役としての
職務を適切に遂行することができるものと判断しております。

17

第3号議案



株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

招
集
ご
通
知

2020/02/27 14:51:11 / 19591173_株式会社ビーロット_招集通知（Ｃ）

候補者番号

3
かめ

亀
 

　
こう

甲
 

　
とも

智
 

　
ひこ

彦 （1980年11月25日生） 新 任 社 外 独 立

● 略歴及び地位
2009
2009

年
年

12
12

月
月

堀総合法律事務所入所
弁護士登録（東京弁護士会）

2016年 ６月 Dentons Rodyk & Davidson LLP
（シンガポール）出向

2017年 ５月 株式会社テラスカイ社外監査役（現
任）

2019年 ３月 株式会社テラスカイベンチャーズ
監査役（現任）

2019年４ 月 弁護士法人浅野総合法律事務所入
所

2019年 ８月 Crossbridge法律事務所代表（現
任）

● 所有する当社株式の数　　　 －株
● 取締役会出席状況　　　　　 －回／－回

● 監査等委員会出席状況　　　 －回／－回

● 現在の当社における地位及び担当
－

● 重要な兼職の状況
弁護士

● 当社との特別の利害関係
なし

● 在任年数
－

● 社外取締役候補者とした理由
　亀甲智彦氏は、弁護士としての豊富な経験と幅広い見識をお持ちであるとともに、企業法務にも精通してお
り、当社の経営の監督において、独立した立場から、取締役会の意思決定機能及び監査・監督機能を期待し、監
査等委員である社外取締役候補者といたしました。なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で会社の経営
に関与した経験はございませんが、上記の理由により監査等委員である社外取締役としての職務を適切に遂行す
ることができるものと判断しております。

以上
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(2019年 1 月 1 日から
2019年12月31日まで)

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の各種政策や日本銀行の金融緩和政策を背景に、

企業収益や雇用・所得環境は、引き続き緩やかに回復してまいりました。一方世界経済につい
ては、米中貿易摩擦がようやく部分合意されるなど短期的には沈静化が図られましたが、イラ
ン情勢などの地政学的リスクは高まっており、引き続き各国政策が世界経済に与える影響を注
視していく必要があります。

当社グループが属する不動産業界におきましては、金融機関の融資厳格化の姿勢を受けて、
一部で懸念材料が見受けられますが、不動産投資家の投資姿勢は依然積極的な状態が維持され
ております。一般財団法人日本不動産研究所「第41回不動産投資家調査」（2019年10月現在）
においても、今後１年間の不動産投資に対する考えとして、回答のうち95％が「新規投資を積
極的に行う」と回答しており、1999年の本調査開始以来最も高い水準を更新しております。

このような状況のもと、当社グループは創業以来、不動産及び不動産金融分野において社会
に価値を与えるビジネスを創出し、社会から求められる企業としての利益の追求と長期継続的
な成長を目指してまいりました。昨今の不動産市況等によって、金融機関の融資姿勢やお客様
の不動産業者選定にも変化が見られたものの、この状況をチャンスと捉え、信頼を強みに金融
機関やお客様との取引を積み重ね、９期連続の増収増益を果たすことができました。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は25,130,885千円、営業利益は3,985,818千
円、経常利益は3,525,279千円、親会社株主に帰属する当期純利益は2,428,695千円となりま
した。
■連結業績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （千円）

第11期
(2018年12月期)

第12期
(2019年12月期) 前期比

金　額 金　額 金　額 増減率
売上高 20,267,978 25,130,885 4,862,906 24.0％増
営業利益 3,307,013 3,985,818 678,804 20.5％増
経常利益 2,832,804 3,525,279 692,475 24.4％増
親会社株主に帰属する当期純利益 1,960,535 2,428,695 468,159 23.9％増
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2018年12月期

20,267,978

2019年12月期

25,130,885
□売上高

2018年12月期

2,832,804

2019年12月期

3,525,279
□経常利益

2018年12月期

1,960,535

2019年12月期

2,428,695

□親会社株主に帰属する当期純利益

報告セグメントの業績は次のとおりであります。

■セグメント別売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

事 業 区 分

第 11 期
（2018年12月期）

（前期）

第 12 期
（2019年12月期）

（当期）
前期比増減

金 額 構成比
（％） 金 額 構成比

（％） 金 額 増減率
（％）

不 動 産 投 資 開 発 事 業 17,208,360 84.9 21,185,413 84.3 3,977,053 23.1

不動産コンサルティング事業 1,190,165 5.9 1,453,006 5.8 262,841 22.1

不動産マネジメント事業 2,021,690 10.0 2,695,900 10.7 674,210 33.3

調 整 額 △152,237 △0.8 △203,435 △0.8 △51,197 33.6

合 計 20,267,978 100.0 25,130,885 100.0 4,862,906 24.0

■不動産投資開発事業
■不動産コンサルティング事業
■不動産マネジメント事業

売上割合

84.3％

5.0％
10.7％

75.6％

11.2％

13.2％

利益割合

（注）上記割合は調整額を除外して記載しております。
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（不動産投資開発事業）
不動産投資開発事業におきましては、売却件数は24件となり、その内訳は、物件種類別では

住宅系不動産14件、事務所・店舗ビル５件、土地２件、ホテル２件、その他１件となり、地域
別では関東圏15件、北海道圏２件、九州圏３件、関西圏４件となりました。

販売手法の多様化によって４物件一括での売却を実現し、過去最大の取引額として業績に大
きく寄与いたしました。また、2017年にＭ＆Ａによって取得いたしました株式会社ヴィエン
ト・クリエーションが保有するカプセルホテル「ドシー恵比寿」の商品化を完了させ、当連結
会計年度において売却し、業績貢献いたしました。

一方、取得した物件数は28件となり、物件種類別では住宅系不動産13件、事務所・店舗ビル
４件、土地１件、開発用地７件、ホテル３件となり、地域別では関東圏17件、北海道圏２件、
九州圏４件、関西圏２件、中部圏３件となりました。

金融機関の融資を得ながら、ホテルや開発用地を含む全国各地の様々なアセットタイプをバ
ランスよく取得することができ、今後の商品化によって、業容拡大を目指しております。

なお、上記物件数には株式会社ライフステージ及び株式会社ヴィエント・クリエーションの
販売用不動産は含めておりませんが、区分マンション８件、カプセルホテル１件を在庫として
保有しております。

これらの結果、当連結会計年度における売上高は21,185,413千円、セグメント利益は
3,896,532千円となりました。

（不動産コンサルティング事業）
不動産コンサルティング事業におきましては、関東を中心に投資用不動産の売買仲介及びコ

ンサルティング受託案件を積み重ね、成約件数は19件となりました。内訳は関東圏14件、北海
道圏２件、関西圏３件となります。

当連結会計年度においては、株式会社ライフステージの受託販売における引渡件数が大幅に
増加し、売上高及びセグメント利益に大きく貢献いたしました。また、投資不動産の売買仲介
及びコンサルティング受託に加え、お客様のご依頼によるＭ＆Ａ仲介にも取り組み、業務の幅
を拡大してまいりました。

これらの結果、当連結会計年度における売上高は1,453,006千円、セグメント利益は577,960
千円となりました。

なお、売上高及びセグメント利益はセグメント間取引の相殺消去前の金額です。
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（不動産マネジメント事業）
不動産マネジメント事業におきましては、プロパティマネジメントでのクライアントの所有

不動産の管理運営受託件数が82件に増加しました。管理運営受託のエリアの内訳は、関東圏35
件、北海道圏27件、九州圏15件、関西圏５件となります。

管理運営受託の伸長に加え、2018年４月にＭ＆Ａによって取得いたしました株式会社ティア
ンドケイの通期寄与によって、売上高が大きく伸長いたしました。一方で、販売用不動産の売
却が進み、販売用不動産の賃料収入が減少したことによって、セグメント利益については前期
比で減少いたしました。

これらの結果、当連結会計年度における売上高は2,695,900千円、セグメント利益は
679,443千円となりました。

②　設備投資の状況
株式会社ナインアワーズとの共同プロジェクトによる簡易宿泊所開業資金等として、

568,651千円の設備投資をいたしました。

③　資金調達の状況
金融機関より主に販売用不動産及び仕掛販売用不動産の取得資金として、借入金

50,457,940千円及び社債1,187,280千円の調達を行いました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
当社は、2019年５月20日付で株式会社横濱聖苑の発行済株式のうち50％を取得し、持分法

非適用会社といたしました。
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⑵　財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 ９ 期
(2016年12月期)

第 10 期
(2017年12月期)

第 11 期
(2018年12月期)

第 12 期
(当連結会計年度)
(2019年12月期)

売 上 高 (千円) 11,626,922 13,097,384 20,267,978 25,130,885

経 常 利 益 (千円) 874,388 1,998,912 2,832,804 3,525,279
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (千円) 588,382 1,250,701 1,960,535 2,428,695

１株当たり当期純利益 (円) 75.29 162.77 251.65 305.95

総 資 産 (千円) 16,625,843 19,109,686 24,268,633 33,555,908

純 資 産 (千円) 2,819,380 4,009,161 6,025,781 8,154,429

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 366.89 520.55 756.83 1,020.82
（注）当社は、2018年１月17日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。そこで、第９期の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定してお
ります。

②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第 ９ 期
(2016年12月期)

第 10 期
(2017年12月期)

第 11 期
(2018年12月期)

第 12 期
(当事業年度)
(2019年12月期)

売 上 高 (千円) 10,931,298 11,690,713 18,275,210 20,516,985
経 常 利 益 (千円) 839,791 2,026,427 2,842,458 2,832,534
当 期 純 利 益 (千円) 557,450 1,274,366 1,953,073 2,000,976
１株当たり当期純利益 (円) 71.34 165.85 250.69 252.07
総 資 産 (千円) 16,285,539 18,691,034 23,132,255 31,875,996
純 資 産 (千円) 2,781,084 3,991,965 5,961,932 7,679,055
１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 361.90 518.32 754.12 962.73

（注）当社は、2018年１月17日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。そこで、第９期の
期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定してお
ります。
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

名称 資本金 主要な事業の内容 議決権の所有
割合（％） 関係内容

ビーロット・アセットマネ
ジメント株式会社

20,000千円 不動産アセットマネジメント事業 100.00
役員の兼任（１名）
事 務 所 の 転 貸

B-Lot Singapore Pte. Ltd. SGD430,000 不 動 産 コ ン サ ル テ ィ ン グ 事 業 100.00 役員の兼任（１名）

株式会社ライフステージ 50,000千円 不 動 産 コ ン サ ル テ ィ ン グ 事 業 100.00 事務所の転貸及び転借

株式会社ヴィエント・クリ
エーション

50,000千円 不 動 産 投 資 開 発 事 業 100.00 事 務 所 の 転 貸

株式会社ティアンドケイ 95,000千円 不 動 産 マ ネ ジ メ ン ト 事 業 88.95
役員の兼任（３名）
事 務 所 の 転 貸

株式会社ティアンドケイイ
ンターナショナル

52,000千円 不 動 産 マ ネ ジ メ ン ト 事 業 88.95
株式会社ティアン
ド ケ イ の 子 会 社

ビーロット・キャピタルリ
ンク株式会社

20,000千円 不 動 産 コ ン サ ル テ ィ ン グ 事 業 100.00
役員の兼任（２名）
事 務 所 の 転 貸

（注）１．当連結会計年度より、非連結子会社であったビーロット・キャピタルリンク株式会社の重要性が増し
たため、重要な子会社としております。

２．議決権の所有割合は当社が直接保有しているもののほか、当社の子会社が保有している間接保有分も
含めて表示しております。
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⑷　対処すべき課題
当社グループは、不動産及び不動産金融分野において社会へ価値を与えるビジネスの創出を行

い、すべてのステークホルダーに対し社会規範に準拠した上での利益の追求と長期継続的な成長
を行うことで社会に貢献し、「社会から求められる企業」として、以下の事項を対処すべき課題
として今後の事業拡大を図ってまいります。

①事業の拡大
当社グループは現在、不動産投資開発事業を主軸として、事業を展開しております。会社の成

長とともに事業規模も成長してまいりましたが、本事業に収益が偏りすぎることもリスクと考え
ております。

一方、不動産コンサルティング事業は創業時より着実に売上を重ね、収益に貢献してまいりま
した。今後もシンガポール現地法人や株式会社ライフステージとのシナジー効果を活かしながら、
長期継続的に安定した契約件数を確保してまいります。また、不動産マネジメント事業におきま
しても、管理物件数は期毎に増え、株式会社ティアンドケイの貢献もあり、収益の安定化に寄与
しております。この２事業を更に成長させ、安定収入を確保し、収益の偏りを回避してまいりま
す。

②長期保有目的賃貸用不動産への投資拡大
当社グループの主要な売上である不動産投資開発事業は、不動産市況の影響を顕著に受ける傾

向にあります。そのため、長期保有目的の賃貸用不動産への投資を促進し、賃料による安定収入
を拡大させ、事業全体の安定化を図ってまいります。

③安定した仕入の実施
当社グループの強みは、不動産情報の安定した仕入にありますが、取得競争は一層激化し、仕

入環境は厳しさを増しております。そのような環境下においても、当社の不動産投資開発事業は
収益を伸ばし続けておりますが、今後の事業規模拡大を目指すためにも、安定した販売用不動産
の仕入が必要不可欠となります。主要な情報源である不動産仲介業者やその他不動産業者との関
係を一層強化し、安定的な確保を図ってまいります。

④不動産管理の品質向上
不動産投資開発事業及び不動産コンサルティング事業において、良質な不動産管理は必要不可

欠となります。前述の２事業の拡大を図るためにも、更なる不動産管理の品質向上を図ってまい
ります。
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⑤財務体質の改善
不動産投資開発事業における販売用不動産の購入資金は、金融機関からの借入金を主としてお

ります。借入条件の長期化により、それぞれの販売用不動産に合わせた売却時期を実現させ、ま
た、調達金利の見直しなどにより有利子負債削減を着実に行い、自己資本の拡充を図ってまいり
ます。

⑥新規事業の開拓
当社グループの成長と事業の拡大のためにも、新規事業の開拓は必要不可欠と考えております。

不動産及び不動産金融分野を中心に、新たな事業領域への展開を図ってまいります。

⑦コーポレート・ガバナンスの強化
当社グループは、企業価値の最大化を図るためには、経営の健全性、透明性及び客観性を高め

ることが重要と考えており、最重要経営課題の一つとして、コーポレート・ガバナンスの強化に
取り組んでおります。コーポレート・ガバナンスの強化の一環として内部統制基本方針を制定し
ており、同基本方針の着実な運用に加えて、経営者からのメッセージ発信やコンプライアンス教
育の強化、社内通報制度の拡充等によりコーポレート・ガバナンスの更なる強化を図ってまいり
ます。

⑧優秀な人材の確保と育成
当社グループの企業理念を十分に理解し、必要な知識とノウハウをもつ人材を有することは、

当社グループの最大の強みの一つであり、企業価値の源泉となっています。当社グループでは、
こうした人材の確保と採用を重要な経営課題の一つとして捉え、優秀な人材を採用し、教育研修
制度等を充実させると同時に、社員のモチベーションを高めるマネジメントを推進し、社員の質
的向上を図ってまいります。
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⑸　主要な事業内容（2019年12月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

不 動 産 投 資 開 発 事 業 不動産の投資再生事業及び投資開発事業を行っております。

不動産コンサルティング事業 売買仲介事業、賃貸仲介事業及び販売受託事業を行っております。

不動産マネジメント事業 プロパティマネジメント事業、アセットマネジメント事業及びオペ
レーションマネジメント事業を行っております。

⑹　主要な事業所（2019年12月31日現在）
①　当社

本 社 東京都港区新橋一丁目11番７号

北 海 道 支 社 北海道札幌市中央区北１条東二丁目５番２号

福 岡 支 社 福岡県福岡市中央区赤坂一丁目５番11号

大 阪 支 社 大阪府大阪市淀川区西中島五丁目５番15号

②　子会社
ビ ー ロ ッ ト ・ ア セ ッ ト
マ ネ ジ メ ン ト 株 式 会 社 東京都港区新橋一丁目11番７号

B - L o t  S i n g a p o r e  P t e .  L t d . Singapore

株 式 会 社 ラ イ フ ス テ ー ジ 大阪府大阪市淀川区西中島五丁目５番15号

株式会社ヴィエント・クリエーション 東京都港区新橋二丁目19番10号

株 式 会 社 テ ィ ア ン ド ケ イ 東京都港区新橋二丁目19番10号

株式会社ティアンドケイインターナショナル 東京都港区新橋二丁目19番10号

ビ ー ロ ッ ト・キ ャ ピ タ ル リ ン ク 株 式 会 社 東京都港区新橋一丁目11番７号
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⑺　使用人の状況（2019年12月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

不 動 産 投 資 開 発 事 業 29（－）名 2名増（－）

不 動 産 コ ン サ ル テ ィ ン グ 事 業 69（7） 7名減（4名増）

不 動 産 マ ネ ジ メ ン ト 事 業 69（105） 1名減（5名増）

全 社 （ 共 通 ） 27（5） 1名減（10名減）

合 計 194（117） 7名減（1名減）

（注）使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの
出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は（　）
内に年間の平均人員を外数で記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

61（5）名 7名増（－） 33.9歳 2年11ヶ月

（注）使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時
雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は（　）内に年間の平均人員を外数
で記載しております。
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⑻　主要な借入先の状況（2019年12月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 3,220,000千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,603,250

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 1,800,000

城 北 信 用 金 庫 1,483,018

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,122,580

（注）１．上記借入額には、下記社債が含まれております。
株式会社北海道銀行保証付無担保社債　820,000千円
株式会社三井住友銀行保証付無担保社債　566,250千円

２．上記借入先及び借入残高については、シンジケートローンによるものを含めております。
３．当社は運転資金の効率的な調達を行うために、株式会社東京スター銀行を主幹事とする取引銀行（全

14行）との間で、シンジケーション方式によるコミットメントライン契約を締結しており､その借入
極度額は4,300,000千円です。なお当該契約に基づく実行残高は、当連結会計年度末において
1,500,000千円となっております。

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．株式の状況（2019年12月31日現在）

金融機関
5.8％

個人・その他
67.7％

証券会社
2.7％

自己名義株式
3.2％

外国人
3.0％

その他国内法人
17.6％ 所有者別の

株式保有比率

⑴　発行可能株式総数 12,000,000株

⑵　発行済株式の総数 8,238,200株

⑶　株主数 4,745名

⑷　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

長 谷 川 　 進 　 一 1,160,400株 14.5％

望 月 雅 博 1,100,400 13.8

合 同 会 社 エ ム ア ン ド エ ム 819,000 10.3

宮 内 　 誠 539,400 6.8

大 塚 　 満 175,400 2.2

望 月 文 恵 174,100 2.2
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 138,800 1.7

株 式 会 社 北 斗 124,000 1.6

外 川 太 郎 114,100 1.4

江 　 﨑 　 憲 太 郎 113,100 1.4
（注）１．当社は、自己株式を262,294株保有しております。上記大株主からは自己株式を除外して記載して

おります。
２．持株比率は、自己株式を除いて計算しております。

⑸　その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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３．新株予約権等の状況
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況
第 ５ 回 新 株 予 約 権 第 ６ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2015年12月 1 日 2018年 ２月 21日

新 株 予 約 権 の 数 240個 2,320個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 48,000株
(新株予約権１個につき200株)

（注）１

普通株式 232,000株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 700円 新株予約権１個当たり 100円

新 株 予 約 権 の 払 込 期 日 2015年12月22日 2018年３月23日

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
165,200円

(１株当たり　826円)
（注）１

新株予約権１個当たり
270,600円

(１株当たり　2,706円)

権 利 行 使 期 間 2018年４月１日から
2020年12月17日まで

2020年４月１日から
2022年３月15日まで

行 使 の 条 件 （注）２ （注）３

役 員 の
保有状況

取 締 役
（ 監 査 等 委
員・社外取締
役 を 除 く ）

新株予約権の数 80個
目的となる株式数 16,000株
保有者数 1名

（注）1

新株予約権の数 960個
目的となる株式数 96,000株
保有者数 6名

取 締 役
（監査等委員）

新株予約権の数 0個
目的となる株式数 0株
保有者数 0名

新株予約権の数 0個
目的となる株式数 0株
保有者数 0名

（注）１．2018年１月17日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を実施しております。これに
より、上表の「新株予約権の目的となる株式の種類と数」「新株予約権の行使に際して出資さ
れる財産の価額」が調整されております。

２．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。
①新株予約権者は、2017年12月期に係る有価証券報告書に記載される損益計算書（連結損益計

算書を作成している場合、連結損益計算書）における経常利益が11億円以上となった場合のみ
本新株予約権を行使することができる。

②新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締役、監査
役又は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理
由があると当社取締役会が認めた場合は、この限りではない。

③新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
④本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を

超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
⑤各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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３．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。
①新株予約権者は、2019年12月期に係る有価証券報告書に記載される損益計算書（連結損益計

算書を作成している場合、連結損益計算書）における経常利益が23億円以上となった場合のみ
本新株予約権を行使することができる。

②上記①に関わらず、割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に金融商品取引
所における当社普通株式の普通取引終値が一度でも行使価額に30％を乗じた価格を下回った
場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行使価額に50％を乗じた価格で行使期
間の満期日までに行使しなければならないものとする。ただし、次に掲げる場合に該当すると
きはこの限りではない。
(a)当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合
(b)当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していな

かったことが判明した場合
(c)当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前提とされ

ていた事情に大きな変更が生じた場合
(d)その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした場

合
③新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
④本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を

超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
⑤各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

⑶　その他新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
⑴　取締役の状況（2019年12月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 宮 内 　 誠 合同会社エムアンドエム 代表社員

取 締 役 副 社 長 長 谷 川 　 進 　 一 B-Lot Singapore Pte.Ltd. President

取 締 役 副 社 長 望 月 雅 博 不動産投資開発本部長

取 締 役 外 川 太 郎 不動産コンサルティング本部長

取 締 役 江 　 﨑 　 憲 太 郎 福岡支社長

取 締 役 望 月 文 恵 管理本部長兼コンプライアンス室長

取 締 役
（ 常 勤 監 査 等 委 員 ） 岡 本 康 裕

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 苧 坂 　 隆 株式会社ザイマックス 取締役 執行役員副会長

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 岩 本 　 博 株式会社エスクリ 代表取締役会長兼最高経営責任者

（注）１．取締役（監査等委員）岡本康裕、苧坂隆、岩本博の各氏は、社外取締役であります。
２．当社は、監査等委員会の監査・監督機能を強化し、日常的な情報収集及び重要な社内会議への出席に

よる情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能にするため、岡本康裕氏を常
勤の監査等委員として選定しております。

３．当社は、取締役（監査等委員）岡本康裕氏、取締役（監査等委員）苧坂隆氏及び取締役（監査等委員）
岩本博氏を、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお
ります。
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⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社と取締役（監査等委員）岡本康裕氏、苧坂隆氏及び岩本博氏の３名との間で、会社法第
427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して
おります。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める次に掲げる額の
合計額を、当該損害賠償責任の限度としております。
・その在職中に当社から職務執行の対価として受け、又は受けるべき財産上の利益の１年間当

たりの額に相当する額として、会社法施行規則第113条で定める方法により算定される額に
２を乗じて得た額。

・当社の新株予約権を引き受けた場合（会社法第238条第３項各号に掲げる場合に限る。）に
おける当該新株予約権に関する財産上の利益に相当する額として、会社法施行規則第114条
に定める方法により算定される額。

⑶　取締役の報酬等
当事業年度に係る報酬等の総額

区　　分 員　　数 報酬等の額
取締役（監査等委員を除く）

（うち社外取締役）
6名

（－）
263,438千円

（－）
取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

3
（3）

18,000
（18,000）

合　　　計
（うち社外役員）

9
（3）

281,438
（18,000）

(注)１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2019年３月28日開催の第11回定時株

主総会において、年額500,000千円以内（ただし使用人分給与を含まない。）と決議
いただいております。

３．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2018年３月28日開催の第10回定時株主総会
において、年額30,000千円以内と決議いただいております。

４．上記の報酬等の額には、以下のものが含まれております。
当連結会計年度における役員賞与　　41,000千円
当連結会計年度における譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬　62,847千円
子会社の取締役を兼任する取締役が当該子会社から受けた報酬等　19,731千円
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５．期末現在の人員数は、取締役（監査等委員を除く）６名、監査等委員である取締役３名
（うち社外取締役３名）であります。

⑷　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・社外取締役（監査等委員）苧坂隆氏は、株式会社ザイマックスの取締役執行役員副会長であ
ります。同社は当社の株主（持株比率0.9％）ではありますが、当社との間にその他取引等
の利害関係はありません。

・社外取締役（監査等委員）岩本博氏は、株式会社エスクリの代表取締役会長兼最高経営責任
者であります。同社と当社との間には取引関係がありますが、その取引額は僅少であり、同
氏の社外取締役としての独立性に影響を与えるものではありません。

②　当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取 締 役
（監査等委員）

岡 本 康 裕

当事業年度に開催された取締役会14回のすべてに出席し、また監査
等委員会13回のすべてに出席いたしました。会社経営者としての
豊富な経験と幅広い見識に基づき、経営全般において適宜発言を行
っております。

取 締 役
（監査等委員）

苧 坂 　 隆

当事業年度に開催された取締役会14回のすべてに出席し、また監査
等委員会13回のすべてに出席いたしました。不動産会社の経営者
としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、意思決定の妥当性及び
適正性を確保するための発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 岩 本 　 博

当事業年度に開催された取締役会14回のすべてに出席し、また監査
等委員会13回のすべてに出席いたしました。東証一部上場企業の
創業者であり代表取締役会長としての豊富な経験と幅広い見識に基
づき、経営全般において適宜発言を行っております。

※上記取締役会の開催回数のほか、書面決議を３回実施しました。
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５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　東陽監査法人

⑵　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 25,000

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算定根拠
等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

⑶　非監査業務の内容
該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があると判断した場合は、
株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認
められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この場合、監査等
委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を
解任した旨と解任の理由を報告いたします。

⑸　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制及び当事業年度における当該体制の運用状況の概要は以下のと

おりであります。

Ⅰ.業務の適正を確保するための体制
①当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制
ａ．コーポレート・ガバナンス

ⅰ．取締役会
取締役会は、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程に従い、経営に関する重要な事項

を決定するとともに、取締役の職務執行を監督します。
ⅱ．代表取締役

代表取締役は、取締役会において業務執行状況の報告を行います。
ⅲ．取締役

取締役は、取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議及び「職務権限
規程」その他の社内規程に従い、当社の業務を執行します。
ⅳ．監査等委員会

当社の監査等委員会は、常勤の監査等委員が中心となり日常業務の監査を行っております。
監査等委員である取締役は、必要に応じて、取締役会のほかその他の重要な会議への出席、
重要な稟議書類等を閲覧する等の監査手続を実施します。また、内部監査室や会計監査人と
の情報交換や連携により業務監査や会計監査を補完し、「監査等委員会規程」に則り、取締
役の職務執行の適正性について監査を実施します。

ｂ．コンプライアンス委員会
コンプライアンス室長を中心に当社及び当社子会社を対象としたマニュアルを作成し、子会

社を含め代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」にて、法令遵守の教育・
研修の計画及び実施、内部情報提供制度の整備等コンプライアンス体制の充実や周知に努めま
す。なお、当社におけるコンプライアンスの取組みに関する決定及び進捗状況の管理は取締役
会が行い、統括責任者は社長とします。
ｃ．財務報告の適正性確保のための体制整備

「経理規程」その他社内規程、会計基準その他関連する諸法令を遵守し、財務報告の適正性
を確保するための体制の充実を図ります。
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ｄ．内部監査
内部監査は内部監査室が行い、必要に応じて社長が指名した者に実施させることができます。

「内部監査規程」に基づき、業務全般に関して法令、定款及び社内規程の遵守状況、職務の執
行手続及び内容の妥当性等につき、定期的に内部監査を実施します。

②当社の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役は株主総会議事録、取締役会議事録等の法定書類のほか職務遂行に係る重要な情報が記

載された文書（電磁的記録を含む。以下同じ）を、社内規程の定めるところに従い、関連資料と
ともに適切に保存し、管理します。取締役は、いつでもこれらの情報を閲覧することができます。
③当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理については、経営における重要課題であることを認識し、当社及び当社子会社にお
ける様々なリスクを把握するため「リスク管理規程」に基づきリスク管理統括責任者を設置し、
各リスクに応じた的確な対応を行うとともに、それらを統括的かつ個別的に管理することとして
おります。
④当社及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

適正かつ効率的な職務の執行を確保するために「業務分掌規程」、「職務権限規程」等各種社
内規程を整備し、各役職者の権限及び責任の明確化を図ります。
⑤当社及び当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

ａ．当社の企業行動指針、リスク管理規程を当社及び当社子会社にも適用し、子会社における
重要事項を当社会議体での付議事項または報告事項とし、当社及び当社子会社の業務の適
正化を図るとともに、内部通報制度についても通報窓口を当社子会社にも開放し、周知す
ることにより当社及び当社子会社におけるコンプライアンスの実効性を確保します。

ｂ．当社及び当社子会社に対して、内部監査部門による監査を実施します。
⑥当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の当社の取締役

（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項
ａ．監査等委員会が必要があると認めたときは、監査等委員の職務を補助する専任の使用人を

置くものとします。監査等委員の職務を補助する使用人に対する指揮命令権限は監査等委
員会に専属するものとし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）、使用人は監査等
委員の職務を補助する使用人に対し指揮命令権限を有しないものとします。

ｂ．監査等委員会を補助する使用人の人事考課は、監査等委員会で定めた監査等委員が行うも
のとし、その人事異動及び懲戒処分については、事前に監査等委員会の同意を必要とする
ものとします。
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ｃ．監査等委員会を補助する使用人は、監査等委員の指示に従わなければならないものとしま
す。

⑦当社及び当社子会社の取締役等及び使用人が監査等委員に報告するための体制その他の監査等
委員への報告に関する体制
ａ．当社及び当社子会社の取締役その他役職者は、定期的に、自己の職務執行状況を監査等委

員に報告するものとします。
ｂ．当社及び当社子会社の取締役は、監査等委員に対して、法令が定める事項のほか、次に掲

げる事項をその都度報告します。
ⅰ．財務及び事業に重大な影響を及ぼす決定等の内容
ⅱ．業績及び業績の見通しの発表の内容
ⅲ．内部監査の内容と結果及び指摘事項の対策
ⅳ．行政処分の内容
ⅴ．その他監査等委員が求める事項

ｃ．使用人による報告
当社及び当社子会社の使用人は、監査等委員に対して、当社または当社子会社に著しい損害

を及ぼす恐れがある事実、重大な法令または定款違反となる恐れがある事実がある場合には、
直接報告することができます。
ｄ．報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、監査等委員への報告を行った当社及び当社子会社の取締役・使用人に対し、報告を
したことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底しております。

⑧監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の職務の執行につ
いて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払または償還等の請求をしたときは、当

該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、これに応じることとしており
ます。
⑨その他当社の監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社の監査等委員は、内部監査人との間で、各事業年度における内部監査計画を協議するとと
もに、定期的に会合を持ち、内部監査結果及び指摘事項について協議及び意見交換をする等、密
接な情報交換及び連携を図ります。監査等委員は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁
護士、公認会計士その他の外部専門家を独自に起用することができます。
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⑩反社会的勢力との関係断絶に向けた体制
ａ．反社会的勢力による不当要求に備えた外部機関との連携構築

反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、弁護士等の外部専門機関と緊密な連
携関係を構築します。
ｂ．反社会的勢力に対する排除基本方針及び反社会的勢力対応に関する規程の制定

反社会的勢力に対する排除基本方針及び反社会的勢力対応マニュアルにおいて、反社会的勢
力排除を明記するとともに、当社の取締役及び使用人に対し周知徹底を図ることとします。

Ⅱ.業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社及び当社子会社では上記の内部統制システムを整備しておりますが、その基本方針に基づ

き、以下の具体的な取組みを行っております。
①取締役の職務執行

当社は、取締役会規程に基づき、原則として月１回または必要に応じて臨時に取締役会を開催
しており、当事業年度においては定時取締役会を12回、臨時取締役会を５回（書面決議３回含
む）開催しました。定時取締役会では、月次決算及び業務に関する報告のほか、法令または定款
に定められた事項及び経営上重要な事項の決議を行い、取締役が相互に職務執行状況の監視・監
督を行っております。

また、取締役会の審議に必要な資料は事前に配布され、協議を活発に行うことにより、取締役
会の活性化及び業務の効率化を図っております。
②監査等委員による監視

当社は、監査等委員会規程に基づき、原則として月１回または必要に応じて臨時に監査等委員
会を開催しており、当事業年度においては定時監査等委員会を12回、臨時監査等委員会を１回開
催しました。監査等委員会では、常勤監査等委員からの重要な会議に関する報告及び監査等委員
相互による意見交換等が行われるとともに、会計監査人及び内部監査人との間で定期的にミーテ
ィング等を実施し、連携を図っております。

また、監査等委員は、取締役会への出席や代表取締役社長と定期的な情報交換を行い、取締役
の職務の執行について監視をしております。
③リスク管理体制

リスク管理におきましては、コンプライアンス・リスク管理委員会を構成し、月１回、活動状
況の報告を行い、当社及び当社子会社に内在するリスク状況の把握に努めるとともに、リスク全
体を包括的に管理しております。

また、内部監査室による定期的な内部監査を実施しており、内部監査の結果については、代表
取締役社長及び監査等委員に報告される体制を整備しております。
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７．会社の支配に関する基本方針
当社は現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、特に定めておりませ

ん。
一方で、大量株式取得行為のうち、当社の企業価値及び株主共同の利益に資さないものについて

は適切な対応が必要と考えており、今後の法制度の整備や社会的な動向も見極めつつ、今後も慎重
に検討を行ってまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年12月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
営 業 投 資 有 価 証 券
販 売 用 不 動 産
仕 掛 販 売 用 不 動 産
前 渡 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
土 地
そ の 他

無 形 固 定 資 産
借 地 権
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

29,881,823
7,153,982

76,532
6,080

2,586,826
17,316,479
1,769,193

972,728
3,650,239
1,058,210
1,017,873

9,373
30,963

915,501
659,233
217,895
38,373

1,676,527
141,513

1,535,014
23,845
23,845

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 11,093,319

短 期 借 入 金 6,216,986
１年内返済予定の長期借入金 2,460,790
１年内償還予定の社債 413,700
未 払 法 人 税 等 774,877
賞 与 引 当 金 20,685
そ の 他 1,206,278

固 定 負 債 14,308,159
長 期 借 入 金 13,111,403
社 債 1,103,750
そ の 他 93,005

負 債 合 計 25,401,478
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 8,150,875
資 本 金 1,034,220
資 本 剰 余 金 1,043,713
利 益 剰 余 金 6,254,529
自 己 株 式 △181,587

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △8,877
為 替 換 算 調 整 勘 定 △8,877

新 株 予 約 権 417
非 支 配 株 主 持 分 12,014
純 資 産 合 計 8,154,429

資 産 合 計 33,555,908 負 債 純 資 産 合 計 33,555,908
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連 結 損 益 計 算 書

(2019年 1 月 1 日から
2019年12月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 25,130,885
売 上 原 価 18,149,965

売 上 総 利 益 6,980,920
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,995,101

営 業 利 益 3,985,818
営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,267
受 取 配 当 金 113
受 取 手 数 料 152
受 取 補 償 金 3,000
還 付 加 算 金 1,334
そ の 他 533 7,402

営 業 外 費 用
支 払 利 息 324,275
支 払 手 数 料 108,404
そ の 他 35,261 467,941
経 常 利 益 3,525,279
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,525,279
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,235,801
法 人 税 等 調 整 額 △141,453 1,094,347
当 期 純 利 益 2,430,932
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,236

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,428,695
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貸　借　対　照　表
（2019年12月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
営 業 投 資 有 価 証 券
販 売 用 不 動 産
仕 掛 販 売 用 不 動 産
前 渡 金
前 払 費 用
関 係 会 社 貸 付 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
敷 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

27,161,404
5,539,138

27,384
6,080

2,060,548
14,324,193
1,759,189

108,536
3,004,000

332,332
4,690,746
1,039,990
1,015,016

1,663
13,936
9,373

693,151
659,133
23,018
11,000

2,957,604
1,956,559

8,750
372,000

964
71,395
64,835

483,100
23,845
23,845

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 9,974,910

短 期 借 入 金 6,216,986
１年内返済予定の長期借入金 2,410,092
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 413,700
未 払 金 159,139
未 払 費 用 49,369
未 払 法 人 税 等 399,367
前 受 金 21,138
預 り 金 198,141
前 受 収 益 18,276
短 期 預 り 保 証 金 51,684
そ の 他 37,014

固 定 負 債 14,222,029
長 期 借 入 金 13,034,598
社 債 1,103,750
長 期 預 り 保 証 金 83,680

負 債 合 計 24,196,940
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 7,678,638
資 本 金 1,034,220
資 本 剰 余 金 1,012,332

資 本 準 備 金 955,235
そ の 他 資 本 剰 余 金 57,096

利 益 剰 余 金 5,813,673
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,813,673
繰 越 利 益 剰 余 金 5,813,673

自 己 株 式 △181,587
新 株 予 約 権 417
純 資 産 合 計 7,679,055

資 産 合 計 31,875,996 負 債 純 資 産 合 計 31,875,996
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損　益　計　算　書

(2019年 1 月 1 日から
2019年12月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 20,516,985

売 上 原 価 16,121,076

売 上 総 利 益 4,395,909

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,298,186

営 業 利 益 3,097,722

営 業 外 収 益

受 取 利 息 38,755

受 取 配 当 金 150,111

受 取 手 数 料 65

受 取 補 償 金 3,000

還 付 加 算 金 1,334

そ の 他 25 193,292

営 業 外 費 用

支 払 利 息 315,721

支 払 手 数 料 108,239

そ の 他 34,519 458,480

経 常 利 益 2,832,534

税 引 前 当 期 純 利 益 2,832,534

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 855,648

法 人 税 等 調 整 額 △24,089 831,558

当 期 純 利 益 2,000,976
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2020年２月18日

株式会社　ビーロット
取締役会　御中

東　陽　監　査　法　人
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 田 　 嗣 也 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 里 　 直 記 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 本 　 直 也 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ビーロットの2019年１月１
日から2019年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
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監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社ビーロット及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2020年２月18日

株式会社　ビーロット
取締役会　御中

東　陽　監　査　法　人
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 田 　 嗣 也 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 里 　 直 記 ㊞
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 本 　 直 也 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ビーロットの2019年
１月１日から2019年12月31日までの第12期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告
監査報告書

当監査等委員会は、2019年1月1日から2019年12月31日までの第12期事業年度における取
締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いた
します。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役

会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締
役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明
を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、

重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と
意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。
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２．監査の結果
(1)事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項
は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3)連結計算書類の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年２月20日
株 式 会 社 ビ ー ロ ッ ト 　 監 査 等 委 員 会

常勤監査等委員
（社外取締役） 岡 本 康 裕 ㊞
監 査 等 委 員
（社外取締役） 苧 坂 　 隆 ㊞
監 査 等 委 員
（社外取締役） 岩 本 　 博 ㊞

以　上
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売上高 経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益

販売用不動産の残高1株当たり純資産額・1株当たり当期純利益

■経常利益
■親会社株主に帰属する当期純利益

■仕掛販売用不動産
■販売用不動産

■1株当たり純資産額
　1株当たり当期純利益

（注）2015年4月16日付で普通株式1株につき3株、2018年1月17日付で普通株式1株につ
き2株の株式分割を行っております。2015年12月期の期首に当該株式分割が行われ
たと仮定し、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を算定しております。

■不動産投資開発
■不動産コンサルティング
■不動産マネジメント

⃝不動産投資開発事業の成長がグループ全体を牽引
⃝利益の積み上げにより、純資産額も拡充
⃝販売用不動産の期末残高は過去最高額を更新

サマリー

財務ハイライト
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2019年度トピックス
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オープンより高稼働を維持し、
ワンストップサービスで海外投資家へ提供

世界的建築家　隈研吾氏デザイン
納骨堂の「不動産再生」事業決定
社会的意義のあるビジネス創出へ

ⒸKENGO KUMA & ASSOCIATES

ⒸKENGO KUMA & ASSOCIATES

ⒸKENGO KUMA & ASSOCIATES

IMANOシリーズ第4弾OPEN
人気の堀江エリアで更なるインバウンド誘致へ

ホテル・トリフィート小樽運河
売却
完了

竣工

　1 月

IMANO OSAKA 
SHINSAIBASHI HOSTEL　3 月

株式会社横濱聖苑　株式50%取得　5 月
出資
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当社で過去最大の大型取引　総額約80億円
用途・地域を分散してバルクで商品化
大手優良法人との新規取引で完遂

不動産M&Aにて取得及び大規模再生
仕入手法の拡充・人員増強・M&A知識をノウハウ化

東京都 共同住宅

大阪府 倉庫・事務所

東京都 店舗・事務所・共同住宅 京都府 ホテル
福岡 新築デザイナーズマンション

2017年4月に開発用地を取得し、2019年2月に竣工

東京・大阪・京都　4物件バルク　12月ドシー恵比寿　11月

大濠Latte　12月

売却
完了

売却
完了

売却
完了



東京都港区赤坂二丁目14番27号
国際新赤坂ビル東館13階
ＴＫＰ赤坂駅カンファレンスセンター  ホール13Ａ

※‌�駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場は
ご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

第12回
定時株主総会
会場ご案内図

衆議院赤坂
議員宿舎

相鉄フレッサイン
東京赤坂
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山王
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山王日枝神社

ザ・キャピトル
ホテル東急

東京メトロ銀座線

外
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通
り

10番出口
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赤坂ビル

国際新赤坂
ビル東館

東京メトロ
千代田線

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

▪赤　坂　駅（東京メトロ：千代田線５ａ番出口より）直結
▪溜池山王駅（東京メトロ：銀座線・南北線10番出口より）徒歩７分交 通




